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久留米市テレワーク・クラウドサービス導入補助金 申請の手引き 

Ⅰ 概要 
新型コロナウイルス感染症拡大の経験を踏まえ、「働き方の新しいスタイル」へ対応するため、

テレワーク及びクラウドサービスを新たに導入する中小企業を支援します。 
 

 

Ⅱ 補助額 

補助上限額  ３０万円    補助率  ３／４ 
※詳しくは、【Ⅴ 補助対象事業】（３ページ）、【Ⅵ 補助対象経費】（４ページ）をご確認ください。 

 
Ⅲ 補助対象者 
  補助金は、次の全ての要件を満たす事業者を対象とします。 

 １ 久留米市内に事業所を有し、事業を実施している中小法人・個人事業者であること。 

 ２ 常時使用する従業員を２名以上雇用していること。 

 ３ 市税を滞納していないこと。 

 ４ 暴力団、暴力団員及び、暴力団または暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。

（法人の場合は、代表者及び役員等が上記に該当しないこと。） 
 

Ⅳ 申請から交付までの流れ 
 ０ 事前相談 

市役所内に専門家（ＩＴコーディネータ等）による相談窓口（予約制）を開設します。 

「テレワークを導入したいが、何から始めたらいいか分からない…」という場合など、相談員

が現状やご要望などをお聞きし、補助金の申請サポートや必要に応じて導入機器を提案します。 

計画的、効果的にテレワークを導入していただくため、相談窓口を是非ご活用ください。 

 

予 約 電 話 ： ０９４２－３０－９０４６（久留米市 労政課） 

  開 設 日 ： 令和３年２月２５日（木）までの毎週木曜 

          ・2 月 11 日（木）は祝日のため、2月 10 日（水）に開設 

  会 場 ： 久留米市役所本庁舎１３階１３０３会議室 
 

 

 １ 交付申請・交付決定 

「Ⅶ 提出書類」（６ページ）をご確認いただき、申請に必要な書類をご準備ください。 

申請順に審査を行います。必要書類がすべて整っているものに限り受付しますので、お早めに

ご準備お願いします。 

 

申請書類は、差出人住所・氏名を封筒裏面に記載し、下記宛先に郵送してください。 

 

申請受付期間 ： 当面の間※ 

※令和３年３月３１日（水）までに事業完了が見込めることが必要です。 

【宛 先】〒830-8520 久留米市城南町１５－３ 久留米市役所 商工政策課 宛 

 

申請受付後、市による審査を経て、受付後１か月を目途に、交付又は不交付決定通知を郵送し

ます。 

Ｒ３．１．１５版 

詳しくはコチラ 



2 
 

 ２ 事業実施 

事業計画書に記載する「事業の実施予定期間」内において、テレワークの導入及び実施（例：

在宅勤務の場合、実施期間内に月１日以上の実施が必要）に取り組んでください。 

 

実施期間は、交付決定日から任意の期間（最長で令和３年３月３１日まで）を指定することが

できます。 

また、機器の購入等は、交付決定通知日以降に行ってください。 

 

なお、購入予定であった機器の納期が遅れた等の理由で、あらかじめ設定した実施期間より延

長が必要となった場合などは、計画変更の手続きが必要となりますので、久留米市商工政策課に

ご相談下さい。 

 

 ３ 実績報告 

「Ⅶ 提出書類」（６ページ）をご確認いただき、手続きに必要な書類をご準備ください。 

提出先は、「１ 交付申請・交付決定」と同じ、久留米市商工政策課です。 

 

提出期限は、実施期間完了日の翌日から起算して１か月を超過した日又は令和３年３月３１日

の早い方となります（取り組み完了後、速やかにご提出をお願いします。） 

 

 ４ 補助金額の確定・入金 

ご提出された実績報告書類を市で審査し、補助金額を確定します。 

 

金額確定後、市から申請者に確定通知と補助金請求書等支払いに必要な書類を送付します。 

請求書等支払いに必要な書類を提出後、２～３週間を目安に入金となります。 

 

【全体の流れ】 
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Ⅴ 補助対象事業 
 

本事業では、従業員が自宅等で業務を行うために、情報通信技術（ＩＣＴ）を新たに導入し、

テレワーク環境を整備する取り組みであることが、補助対象事業となります。 

 

① 誰（どの部門）に、何（どのような業務）をしてもらいたいか、 

目標を明確にしましょう。 

 

 

 

 

② 会社の規模や費用などの面から、 

様々な方法（ソフトウェア・サービス）の中で自社に合う方法を 

選択しましょう。 

 

 

 

例えば、 

①企画部門が、自宅で企画書作成等の業務を行う環境を新たに整備したい。 

 

②リモートデスクトップ環境を整備し、社内のデータにアクセス可能に。 

  ＋ 

 社内や顧客と打合せするため、テレビ会議システムを導入。 

 

 

 

【既にテレワークを実施している方】 

既にテレワークを実施しており「拡充」する場合は、単にパソコン等端末の買い足しや、就業

規則の整備のみを行う等では対象となりません。 

ただし、新たに導入するソフトウェアやクラウドサービス（例：電子決裁、勤怠管理システム）

がある場合は、対象となります。 

 

 

【参考：対象外となる例】 

・在宅勤務を行うために、パソコンを購入。勤務開始、終了時間には会社に電話連絡し、仕事で

必要なファイルは自宅のパソコンにメールで送信し、自宅で仕事を行う場合 

 （パソコン購入のみで、テレワーク環境を構築するソフトウェアやツールの導入・活用を行わ

ない場合） 

 

・会社で使用するパソコンを自宅に持ち帰り、通常のインターネット回線（ＶＰＮ回線ではない

回線）に接続して仕事を行う。その際、ウイルス対策ソフトを導入することで、セキュリティ

強化を行う場合 

 

 

目標 

手段 
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Ⅵ 補助対象経費 
 

対象経費 補助率 経費別の 

補助上限額 

全体補助

上限額 

具体例 

ソフトウェ

ア等利用料 

3/4 

なし 

30 万円 

以下のソフトウェア等の利用料（初期費用含む） 

・コミュニケーションツール（会議システム、チ

ャット、データ共有） 

・管理ツール（勤怠管理、在籍管理、業務管理） 

・セキュリティソフト 

・リモートアクセスツール 

・グループウェア（ワークフロー、リモートアプ

リ） 

委託費 なし 以下の業務に係る委託費用 

・ネットワーク構築作業費、ＶＰＮルーター等機

器の設置・設定作業 

・導入機器、導入ネットワークの保守 

・導入機器等の操作説明等（研修、マニュアル作

成） 

機器導入費 15 万円 以下の機器の購入、リース、レンタル費用 

・パソコン、タブレット等（タッチペン等の付属

品） 

・周辺機器（ディスプレイ、モニター、マウス、

プリンター、スキャナー等） 

・ネットワーク機器（ＶＰＮ機器、無線ＬＡＮ機

器、セキュリティ機器） 

・その他テレワークの導入に必要な機器（ＷＥＢ

カメラ、ヘッドセット等） 

コンサルテ

ィング費用 

10 万円 以下の専門家への相談料等（顧問料を除く） 

・就業規則改正 

・人事評価制度改正 等 

 

【留意事項】 

・導入機器は、従業員個人ではなく、会社として購入・管理するものが対象となります。 

 

・パソコン等は、事業計画書に記載されたテレワーク実施人数分の台数が上限（１人１台）です。 

 

・実施期間内（最長で令和３年３月３１日まで）に事業完了した経費が対象となります。 

 

・月額料金等は、補助対象事業の完了期限（最長令和３年３月３１日）までに支払い（クレジッ

トカードによる場合は銀行口座からの引き落とし）が確認できたものが対象となります。また、

実施期間外を含め、月額使用料等を実施期間内に一括支払いした場合、実施期間に該当する部

分のみ対象です。 
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 例：・実施期間１０月１日から３月３１日まで 

・ソフト使用料１０月分から発生、支払日は利用月の翌々月１０日 

 →１０月分（１２月１０日支払）、１１月分（１月１０日支払）、 

１２月分（２月１０日支払）、１月分（３月１０日支払）、 

２月分（４月１０日支払）、３月分（５月１０日支払） 

    ⇒１０月から１月分までが補助対象となる。 

 

 

・対象経費が経費別の上限を超える場合については、経費別の補助上限かつ全体補助上限までの

補助交付となります。 

 

  例：・機器導入費： 

５万円のタブレットを５台購入 

２５万円×３／４＝約１９万円＞１５万円（経費別の補助上限額）…ア 

  ・その他経費： 

ソフトウェア等利用料   ４万円×３／４＝ ３万円…イ 

委託費         ２０万円×３／４＝１５万円…ウ 

   →合計（ア）＋（イ）＋（ウ）＝３３万円＞３０万円（全体補助上限額） 

   ⇒この事業者の補助交付額は、３０万円 

 

 

・国や地方公共団体が実施する制度と重複する場合は、対象外となります（例：同じ機器の二重

申請は不可）。 

 

・算出された補助金の合計額に、１，０００円未満の端数が生じた場合、これを切り捨てるもの

とします。 

 

【参考：対象外経費】 

項目 具体例 

通信費 インターネット回線、プロバイダ、電話回線利用料 

賃料等 サテライトオフィス利用料、水道光熱費、賃料等 

什器等 棚、ラック、机、椅子等購入費やリース料 

パソコン等周辺機器 

※テレワーク導入と関連性が

ないもの 

プロジェクター、スクリーン、レーザーポインタ、デジタルカメ

ラ、バックアップ用ソフト、記録媒体としてのＵＳＢメモリ、充

電器、マウスパッド、ＵＰＳ（無停電電源装置）等 

保証料 メーカー保証を超えた保証内容や保証期間のもの 

消費税 ‐ 

間接費 送料、振込手数料 
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Ⅶ 提出書類 
必要書類が全て整っているものに限り、受付をしますので、以下をご確認のうえご準備くださ

い。提出された申請書類は返却しませんので、必ず控えを保管してください。 

また、申請書等の様式や記入例は、市ホームページ（下記 URL）からダウンロードできます。 

https://www.city.kurume.fukuoka.jp/1070sangyou/2030shoukougyou/3020joseiseido/2020-0701-1418-74.html 

 

 

１ 交付申請時 

（１） 交付申請書（第１号様式）                        

（２） 事業計画書（第２号様式） 

※相談窓口（１ページ）で申請サポート等行いますので、ご活用ください。 
（３） 誓約書（第３号様式） 

（４） 役員等調書及び照会承諾書（第４号様式） 

（５） 法人等の登記事項証明書（個人事業主の場合は確定申告書の写し） 

（６） 常時使用する従業員の数が分かる書類 

※法人の場合：法人市民税申告書の写し 

個人事業主の場合：雇用保険被保険者取得確認通知書の写し２名分 

上記書類がない場合：従業員数が分かる会社案内の写し、会社ホームページ画面の写し、

雇用契約書、賃金台帳等 

 

２ 実績報告時 

（１） 実績報告書（第７号様式） 

※提出期限（事業完了日の翌日から起算して１か月を経過した日又は令和３年３月３１日の

いずれか早い日）に留意し、お早めに準備ください。 
（２） 支出した経費の事実を証明する領収書等 

※経費内容に応じ、領収書に加えて、以下の証明書類を提出ください 
 

経費内容 領収書の他に提出が必要な書類 

機器の購入 機器の設置写真 

機器のリース、レンタル 契約書等の写し 

ソフトウェア等の利用 導入・利用が分かる書類（画面やメールの写し等） 

機器設定、コンサルティング等 業務報告書等 

 

  ▼購入方法・支払方法別の提出書類早見表 

購入方法 支払い方法 請求書 領収書 
決済完了画面

のキャプチャ 
利用明細 

店頭購入 
現金 ― 〇 ― ― 

クレジットカード ― 〇 ― 〇 

ネット購入 
クレジットカード ― ― 〇 〇 

インターネットバンキング ― 〇 〇 ― 

発注購入 
口座振替 〇 〇 ― ― 

インターネットバンキング 〇 ― 〇 ― 

 

 

 

様式はコチラ 

https://www.city.kurume.fukuoka.jp/1070sangyou/2030shoukougyou/3020joseiseido/2020-0701-1418-74.html
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【留意事項】 

・領収書は、市が確認後に写しを取り、原本を返却します（原本の提出が必要です）。 

 

・請求書、領収書については、発行日や総額だけではなく、機器等の単価や個数、規格（型番）

等内訳が分かる必要があります。 

 

・クレジットカードによる支払いの場合、実施期間内に引き落としが完了している必要がありま

す。実施期間外に引き落としになった場合は補助対象に含めることができなくなりますので、

ご注意ください。なお、クレジットカードによる支払いは、一括払いに限ります。 

 

・補助金の交付申請書及び実績報告において、単価、補助対象経費、補助金申請額及び補助金実

績報告額の記載にあって使用できる通貨の単位については、日本国通貨（円）に限ります。 

 

Ⅷ その他 

・必要に応じ、本補助金が適正に活用されているか確認を行うため、書類の追加提出及び説明を

求める場合や、現地確認等を行う場合があります。 

 
・補助金の交付決定後、交付要件に該当しない事実や申請書類の不正その他交付要件を満たさな

いことが発覚した場合、補助金の交付決定を取り消します。この場合、申請者は、久留米市に

補助金を返還していただきます。 

 

・申請者に対して、交付決定後であっても、補助金の交付に必要な範囲内において、実態調査等

を行うことがあります。 

 

・取得した財産は、補助対象事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、補

助金交付の目的に従って、その効率的な運用を図らなければなりません。 

 

・取得した財産は、原則として市の承認を得ずに処分してはなりません。ただし、取得財産の耐

用年数を勘案して相当な期間を経過した場合は、この限りではありません。 

 

Ⅸ 補助金に関するお問合せ先 
  久留米市商工観光労働部商工政策課 

 電 話：０９４２－３０－９１３３ 

  ファクス：０９４２－３０－９７０７ 

メ ー ル：syoko@city.kurume.fukuoka.jp 
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資料１ 提出書類（市様式）の記入例 

 

１ 交付申請時 

 

（１）交付申請書（第１号様式） 
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（２）事業計画書（第２号様式） 
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（３）誓約書（第３号様式） 
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（４）役員等調書及び照会承諾書（第４号様式） 
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２ 実績報告時 

 

（１）実績報告書（第７号様式） 
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資料２ よくあるお問い合わせ 

 

Ｑ１．テレワークとは何ですか？ 

Ａ１．テレワークとは、「情報通信技術（ＩＣＴ）を活用した時間や場所を有効活用できる柔軟な

働き方」のことです。Ｔｅｌ（離れて）とＷｏｒｋ（仕事）を組み合わせた造語で、本拠

地のオフィスから離れた場所で、ＩＣＴをつかって仕事をすることです。 

（出典：厚生労働省「テレワーク総合ポータルサイト」） 

 

Ｑ２．フリーランスや個人事業主も対象となりますか？ 

Ａ２．雇用契約を結んで従業員を２名以上雇用し、中小企業経営力強化法に定める中小企業の要

件に該当すれば対象となります。 

その他の要件は、「Ⅲ 補助対象者」（１ページ）をご確認ください。 
 

Ｑ３．交付決定前に購入した機器も対象となりますか？ 

Ａ３．購入済みの機器については対象外です。 

 

Ｑ４．機器の購入を検討していますが、いつ購入したら対象になりますか？ 

Ａ４．市から送付する交付決定通知が届いた後に購入したものが対象となります。 

また、機器を購入するだけでなく、テレワーク導入のために新たに導入した情報通信技術

（ＩＣＴ）がある場合が対象となります。 

 

Ｑ５．ソフトの月額使用料等の補助対象期間は？ 

Ａ５．月額料金等は、補助対象事業の完了期限（最長令和３年３月３１日）までに支払い（クレ

ジットカードによる場合は銀行口座からの引き落とし）が確認できたものが対象となりま

す。また、実施期間外を含め、月額使用料等を実施期間内に一括支払いした場合、実施期

間に該当する部分のみ対象です。 

 

Ｑ６．インターネット回線等通信費も対象となりますか？ 

Ａ６．通信費は対象外です。 

 

Ｑ７．テレワーク環境整備や電気工事は自社で出来る場合、その費用も対象となりますか？ 

Ａ７．自社で整備したものは対象外です。また、自社の製品・サービスを導入する場合も対象外

です。 

 

Ｑ８．テレワークを導入する従業員１人につき２台の端末を整備したいが、どちらも対象となり

ますか？ 

Ａ８．事業計画書に記載されたテレワーク実施人数分の台数が上限（１人１台）です。 

 

Ｑ９．オンライン配信のための経費は対象となりますか？ 

Ａ９．テレワーク環境を整備することで在宅や社外で従業員が出勤せずに業務が進められること

を目的としていますので、以下については対象外です。 

   ・ＥＣサイトの構築、ホームページ等作成、顧客向けのオンライン情報配信等、従業員が

事業所にいながら顧客向けのサービスを提供するための経費 

   ・単に、本社と支社間のアクセスに限った TV 会議システムの構築等、従業員が在宅や社外

での勤務が可能とならない事業所内の環境整備を行うための取り組み 
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Ｑ10．役員がテレワーク環境を構築する場合は、その費用も対象となりますか？ 

Ａ10．テレワークは従業員の労働環境を改善するためのものですので、対象外です。 

 

Ｑ11．在宅勤務を行うために、パソコンを購入。勤務開始、終了時間には会社に電話連絡し、仕

事で必要なファイルは自宅のパソコンにメールで送信し、自宅で仕事を行う場合、その費

用も対象となりますか？ 

Ａ11．広義の意ではテレワークとなりますが、「Ⅴ 補助対象事業」（３ページ）の基準から本事

業では対象外です。 

 

Ｑ12．会社で使用するパソコンを自宅に持ち帰り、通常のインターネット回線（ＶＰＮ回線では

ない回線）に接続して仕事を行う。その際、ウイルス対策ソフトを導入することで、セキ

ュリティ強化を行う場合、その費用も対象となりますか？ 

Ａ12．Ａ11．と同じ理由から対象外です。 

 

Ｑ13．経済産業省や厚生労働省の助成金との違いは何ですか？ 

Ａ13．久留米市の支援制度は、比較的規模が小さい事業者でもテレワーク環境を整備いただくよ

う、補助額の下限は設けていません。 

また、ＩＴ技術や企業経営に詳しい専門家による相談窓口を用意しています。 

計画的、効果的にテレワークを導入していただくため、相談窓口の活用をお勧めします。 

 

Ｑ14．補助上限額を超えていても、対象経費は全て記載する必要がありますか？ 

Ａ14．事業計画を確認するため、原則、記載いただくようお願いします。提出いただいた実施計

画で申請された経費の一部が補助対象外になる場合があります。この場合も対象経費を追

加することは出来ませんので、あらかじめ交付申請時に対象経費を全て記載してください。 

 

Ｑ15．金額を変更した場合、変更計画は提出する必要がありますか？ 

Ａ15．交付決定額の範囲内でその額（減少した額）が決定額の一割を超えない場合は、不要です。

以下の場合、変更計画の提出が必要ですので、市商工政策課に相談ください。 

 事業を一時停止、中止し、又は廃止する場合 

 事業の内容又は目的を変更する場合（例：期間の延長） 

 交付決定額を変更する場合（例：決定額の一割を超える減額） 

 

Ｑ16．本補助金で取得した機器は何年保管する必要がありますか？ 

Ａ16．減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める耐用年

数を経過するまでは、善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って、

その効率的な運用を図ってください。 

なお、主な機器の耐用年数は、以下のとおりです。 

機器の種類 耐用年数 

パソコン（サーバー用のものを除く） ４年 

ソフトウェア ５年 

 

Ｑ17．来年度も同様の補助は実施予定ですか？ 

Ａ17．今回は、新型コロナウイルス感染症の支援策の一環として、「新しい生活様式」への対応、

あわせて「働き方の新しいスタイル」の対応に取組まれる事業者への支援策です。 

来年度以降の実施については、現時点では未定です。 


